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概 要：

2014 年 10 月 7 日から 10 日までの 4 日間，幕張メッセ国際会議場 (千葉市美浜区) におきまして，2014

IEEE 3rd Global Conference on Consumer Electronics (IEEE GCCE 2014) を開催しました。貴財団からのご

支援のおかげで，本会議は 20ヶ国・地域から 400 名を超える参会者を得て，大変盛況裡に終了することがで

きました。本会議は，関連分野において世界最大で最も権威のある学会 IEEE の Consumer Electronics

Society が主催し，世界各国の研究者・技術者を対象としたものであり，国際的な交流という点で大変有意義

な学会となりました。また，GCCE は 2012 年の創立以来，同時期・同場所で開催される世界三大家電展示

ショーの一つ CEATEC JAPANと併催されています。本会議も CEATEC JAPAN 2014 と併催され，これに

より複数の分野の研究者・技術者が一堂に会することにより，新たな研究交流を生じ，分野間にまたがる境

界領域の課題解決と，将来の研究分野の探求する場が提供できました。会議の成果はプロシーディングとし

て IEEE から刊行されます。刊行物はデジタルライブラリ IEEE Xplore に収められるので，世界中の人がア

クセスすることができます。

本会議で扱う分野は情報家電を支える技術です。また本会議の特徴は，専門技術の深さや新規性以上に，

民生用途のアプリケーションとして『人間にとって本当に使いやすい機器・システムであるか』という有用

性が重視されるところにあります。その結果，本会議では，現代人の生活に欠かせない家電機器を高機能に，

使いやすく改善するための最新の知見が数多く発表されました。これにより人と機械の距離を近づけ，より

豊かな暮らしを支えることに貢献したと考えます。
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概 要：

信頼分散システム国際シンポジウムは，情報通信 (ICT) 分野で世界最大規模の学術団体である IEEE が主

催する分散システム (インターネットなどのネットワークで広域に接続されたコンピュータシステム) の信

頼性に関する国際会議であり，毎年開催されている。複雑化する分散システムの信頼性・安全性に対する技

術開発が学術的・社会的・産業的に急務である。第 33 回信頼分散システム国際シンポジウム (SRDS2014)

は，このような社会の要求に応えるために，最近注目されているクラウドコンピューティング (ネットワー

ク上のサービスやコンピュータ資源を利用する仕組) やビッグデータ (企業，個人などが生成する大規模な

データを扱う仕組み) におけるセキュリティやプライバシー保護，スマート・グリーン (コンピュータシス

テムの省電力化)，性能保証などを含む最新技術の動向などを，全世界の研究者で討論・情報交換することを

目的としている。本国際シンポジウムを，平成 26 年 10 月 6 日 (月)〜9 日 (木) に東大寺総合文化センター

(奈良県奈良市) にて開催し，132 名 (国内 67 名，海外 65 名) の研究者が参加した。投稿された 106 件の論

文の内，30 件を採択し (採択率 28.3%)，分散システム，データベース，セキュリティ，信頼システムなど

様々な分野に関する 67 件の研究発表を行い，新しい技術の創出について議論を行った。論文集は IEEE CS よ

り USBメモリで本会議とワークショップに分けて出版された。

本国際シンポジウムは，貴財団の助成により十分な予算で運営でき，上記のとおり大変盛況な国際シンポ

ジウムとなった。情報工学の今後のさらなる発展および普及に大きく寄与できたと考えている。関係者に謝

意を示す。
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